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平成 30 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１） 

（平成 30年３月 23日） 

 

 

【全サービス共通】 

○ 介護保険施設等における歯科医療について 

問１ 介護保険施設等における歯科医療について、協力歯科医療機関のみが歯科医療を

提供することとなるのか。 

（答） 

介護保険施設等における歯科医療について、歯科医療機関を選択するのは利用者で

あるので、利用者の意向を確認した上で、歯科医療が提供されるよう対応を行うこと

が必要である。 
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【訪問介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、小規模多機能型居宅介護関係共通事

項】 

○ 生活機能向上連携加算について 

問３ 生活機能向上連携加算（Ⅱ）について、告示上、「訪問リハビリテーション、通

所リハビリテーション等の一環として当該利用者の居宅を訪問する際にサービス提

供責任者が同行する等により」とされているが、「一環」とは具体的にはどのような

ものか。 

（答） 

具体的には、訪問リハビリテーションであれば、訪問リハビリテーションで訪問す

る際に訪問介護事業所のサービス提供責任者が同行することであるが、リハビリテー

ションを実施している医療提供施設の医師については、訪問診療を行う際等に訪問介

護事業所のサービス提供責任者が同行することが考えられる。 
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【通所系・居住系サービス】 

○ 栄養スクリーニング加算について 

問 30 当該利用者が、栄養スクリーニング加算を算定できるサービスを複数利用して

いる場合、栄養スクリーニング加算の算定事業者をどのように判断すればよいか。 

（答） 

サービス利用者が利用している各種サービスの栄養状態との関連性、実施時間の実

績、栄養改善サービスの提供実績、栄養スクリーニングの実施可能性等を踏まえ、サ

ービス担当者会議で検討し、介護支援専門員が判断・決定するものとする。 
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【小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護】 

○ 若年性認知症利用者受入加算について 

問 40 若年性認知症利用者受入加算について、小規模多機能型居宅介護や看護小規模

多機能型居宅介護のように月単位の報酬が設定されている場合、６５歳の誕生日の

前々日が含まれる月はどのように取り扱うのか。 

（答） 

本加算は６５歳の誕生日の前々日までは対象であり、月単位の報酬が設定されてい

る小規模多機能型居宅介護と看護小規模多機能型居宅介護については６５歳の誕生

日の前々日が含まれる月は月単位の加算が算定可能である。 
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【各種の地域密着型サービス】 

※ 介護老人福祉施設及び地域密着型サービスに関する Q&Ａ（平成 18年９月４日介護

制度改革 information vol.127 事務連絡）問 18は削除する。 
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【介護職員処遇改善加算】 

○ 外国人の技能実習制度における介護職種の技能実習生の取扱いについて 

問 142 外国人の技能実習制度における介護職種の技能実習生は、介護職員処遇改善加

算の対象となるのか。 

（答） 

介護職種の技能実習生の待遇について、「日本人が従事する場合の報酬の額と同等

以上であること」とされていることに鑑み、介護職種の技能実習生が介護業務に従事

している場合、ＥＰＡによる介護福祉士候補者と同様に、介護職員処遇改善加算の対

象となる。 
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平成 30 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.４） 

 

【訪問介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、小規模多機能型居宅介護関係共通事項】 

○ 生活機能向上連携加算について 

問１ 「ＩＣＴを活用した動画やテレビ電話を用いる場合においては、理学療法士等がＡ

ＤＬ及びＩＡＤＬに関する利用者の状況について適切に把握することができるよう、理

学療法士等とサービス提供責任者で事前に方法等を調整するものとする」とあるが、具

体的にはどのような方法があるのか。 

（答） 

利用者のＡＤＬ（寝返り、 起き上がり、移乗、歩行、着衣、入浴、排せつ等）及びＩ

ＡＤＬ（調理、掃除、買物、金銭管理、服薬状況等）に関する利用者の状況及びその改

善可能性の評価（以下「生活機能アセスメント」という。）を行った上で、訪問介護計画

には、生活機能アセスメントの結果のほか、次に掲げるその他の日々の暮らしの中で必

要な機能の向上に資する内容を記載しなければならないことから、外部の理学療法士等

は、生活機能アセスメントに留意した助言を行うことが求められる。 

① 利用者が日々の暮らしの中で可能な限り自立して行おうとする行為の内容 

② 生活機能アセスメントの結果に基づき、①の内容について定めた３月を目途とする

達成目標 

 ③ ②の目標を達成するために経過的に達成すべき各月の目標 

④ ②及び③の目標を達成するために訪問介護員等が行う介助等の内容 

 

ＩＣＴを活用した動画やテレビ電話を用いる場合については、具体的には次のような

方法が考えられる。 

① 訪問介護事業所のサービス提供責任者と外部の理学療法士等が、リアルタイムでの

コミュニケーション（ビデオ通話）が可能な情報通信機器を用いて、外部の理学療法

士等が利用者のＡＤＬ及びＩＡＤＬの状況を把握すること。なお、通信時間等の調整

を行い、当該利用者の自宅（生活の場・介護現場）にてビデオ通話を行うこと。 

② 訪問介護事業所のサービス提供責任者と外部の理学療法士等が、あらかじめ、動画

によって利用者のＡＤＬ及びＩＡＤＬの状況について適切に把握することができるよ

う、動画の撮影方法及び撮影内容を調整した上で、訪問介護事業所のサービス提供責

任者が利用者宅で動画撮影を行い、当該動画データを外部の理学療法士等に提供する

ことにより、外部の理学療法士等が利用者のＡＤＬ及びＩＡＤＬの状況を把握するこ

と。なお、当該利用者のＡＤＬ及びＩＡＤＬの動画内容は、当該利用者の自宅（生活

の場・介護現場）の環境状況、動作の一連の動き等がわかるように撮影すること。 
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また、実施に当たっては、利用者の同意を取るとともに、個人情報の適切な取扱い

に留意することが必要である。SNS（Social Networking Service）の利用については、

セキュリティが十分に確保されていないサービスもあることから、一般社団法人保健

医療福祉情報安全管理適合性評価協会（HISPRO）が公表している「医療情報連携にお

いて、SNS を利用する際に気を付けるべき事項」を参考に、適切な対策を講じることが

適当である。なお、外部の理学療法士等が、保険医療機関の電子カルテなどを含む医

療情報システムと共通のネットワーク上の端末を利用して行う場合には、厚生労働省

「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン（第５版）」（平成 29年５月）に

対応していることが必要である。 

訪問介護事業所 ①撮影方法や
内容の調整

訪問リハ・通所リハ事業所・
リハを実施する医療提供施設

（PT・OT・ST・医師）

自宅（生活の場・介護現場）

（利用者・ヘルパー）

訪問リハ・通所リハ事業所・
リハを実施する医療提供施設

（PT・OT・ST・医師）

自宅（生活の場・介護現場）

（利用者・ヘルパー）

（管理者・サ責・ヘルパー）

訪問介護事業所

（管理者・サ責・ヘルパー）

②動画の
撮影

③動画データ
の提供

ＩＣＴを活用した動画やテレビ電話を活用する事例

（１）リアルタイムでのコミュニケーション（ビデオ通話）が可能な情報通信機器を活用する場合

（２）撮影方法及び撮影内容を調整した上で動画を撮影し、動画データを外部の理学療法士等に提供する場合

ビデオ通話※

※携帯電話等での
テレビ電話を含む
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【通所系・居住系サービス】 

○ 栄養スクリーニング加算について 

問２ 栄養スクリーニング加算は当該事業所以外で既に栄養スクリーニング加算を算定している

場合にあっては算定しないこととされているが、当該事業所以外で算定してから６か月を空け

れば当該事業所で算定できるか。 

（答） 

 ６か月を空ければ算定は可能だが、算定事業者の決定については、「平成 30 年度介護報酬

改定に関する Q＆A（Vol.１）」（平成 30 年３月 23 日）の通所系・居住系サービスにおける栄養ス

クリーニング加算に係る問 30 を参照されたい。 
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【通所介護、地域密着型通所介護、小規模多機能型居宅介護、介護予防小規模多機能型居宅

介護】 

○ 通所介護等における看護職員の業務について 

問３ 通所介護等において、看護職員による健康管理や必要に応じて行う利用者の観察等

の業務の実施が困難な状況であった場合、医師又は歯科医師が当該業務を代替して行う

ことは可能か。 

（答） 

通所介護、地域密着型通所介護の看護職員（看護師・准看護師）の配置基準について

は、平成 27 年度介護報酬改定において、営業日ごとに利用者の健康状態の確認を行い、

他の医療機関等の看護職員とサービス提供時間を通じて密接かつ適切な連携を図ってい

る場合には看護職員が確保されている取り扱いとしたところである。 

しかしながら、やむを得ず看護職員の確保が困難となった場合には、速やかに人員確

保をするべきであるものの、看護職員が確保されるまでの間、看護職員が行うバイタル

チェックなどの健康管理や必要に応じて行う利用者の観察等の業務について、医師又は

歯科医師が代替して行うことは可能であると解することとして差し支えない。小規模多

機能型居宅介護及び介護予防小規模多機能型居宅介護の看護職員の配置基準についても

同様とする。 

また、この場合、これらのサービスにおいて看護職員又は介護職員等の配置を要件と

する加算のうち、通所介護、地域密着型通所介護の認知症加算及び口腔機能向上加算並

びに小規模多機能型居宅介護の訪問体制強化加算については、看護職員又は介護職員等

の業務を医師又は歯科医師が代替して行うことが可能であると解することとして差し支

えないが、各々の加算要件を変更するものではないことから、勤務形態等その他要件は

すべて満たす必要があるので留意されたい。 

   

※ 平成 30 年８月６日以降、本取扱いを適用するものとする。 
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【介護職員処遇改善加算】 

○ 最低賃金の計算について 

問７ 最低賃金を満たしているのかを計算するにあたっては、介護職員処遇改善加算によ

り得た加算額を最低賃金額と比較する賃金に含めることとなるのか。 

（答） 

介護職員処遇改善加算により得た加算額を、最低賃金額と比較する賃金に含むか否か

については、当該加算額が、臨時に支払われる賃金や賞与等として支払われておらず、

予定し得る通常の賃金として、毎月労働者に支払われているような場合には、最低賃金

額と比較する賃金に含めることとなるが、当該加算の目的等を踏まえ、最低賃金を満た

した上で、賃金の引上げを行っていただくことが望ましい。 

 

【サービス提供体制強化加算】 

○ 療養病床等から介護医療院へ転換した場合について 

問８ 療養病床等から転換した介護医療院においてサービス提供体制強化加算を算定するにあ

たっては、療養病床等に勤務していた職員の勤続年数を通算できるのか。 

（答） 

転換前の療養病床等と転換後の介護医療院の職員に変更がないなど、療養病床等と介護

医療院が実質的に継続して運営していると認められる場合には、勤続年数を通算することがで

きる。 

 

 

≪参考≫ 

・平成 21 年度改定関係 Q＆A(vol.１)（平成 21 年３月 23 日）問５ 

【加算の届出】 

○ サービス提供体制強化加算 

（問５） 同一法人内であれば、異なるサービスの事業所（施設）における勤続年数や異なる業種

（直接処遇職種）における勤続年数も通算できるのか。さらに、事業所間の出向や事業の承

継時にも通算できるのか。 

また、理事長が同じであるなど同一グループの法人同士である場合にも通算できるのか。 

（答） 

同一法人であれば、異なるサービスの事業所での勤続年数や異なる職種（直接処遇を行う

職種に限る。）における勤続年数については通算することができる。また、事業所の合併又は

別法人による事業の承継の場合であって、当該施設・事業所の職員に変更がないなど、事業

所が実質的に継続して運営していると認められる場合には、勤続年数を通算することができる。


